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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、GBEP のバイオエネルギーに対する２４の持続可能性指標の構築に貢献してきたが、
これらの指標はとりわけ、バイオ燃料に関連する貿易の影響を評価することが困難で改善の余
地があることが明らかとなった。このためには、バイオ燃料の原料および製品を生産する国々
が、これら指標の作成に必要な情報を共有できるシステムが必要で、これには環境勘定のフレ
ームワークが有用と考えている。わが国におけるバイオエネルギー生産システムの課題として
は、原料栽培や燃料生産プロセスにおける環境効率の改善があげられた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study, we have contributed to the construction of sustainability indicators for 
bio-energy by the GBEP. In particular, these indicators is that it is difficult to assess 
the impact of trade related to bio-fuels has become clear. A system is required countries 
to produce bio-energy feedstock and end-products, can share the information needed to 
create these indicators. We are considered to be useful framework of environmental 
accounting for information sharing. Biofuel production system in Japan, it is necessary 
to improve the environmental efficiency. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)温暖化対策の一環として石油代替燃料の
導入促進のためバイオエネルギーの開発が
推進された。 
(2)途上国のバイオ燃料の原料生産による森

林伐採などの環境破壊が危惧され、バイオエ
ネルギーの持続可能性を評価できる指標開
発の必要性が高まってきた。 
(3)バイオエネルギーの持続可能性指標を構
築するために、国際バイオエネルギー・パー
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トナーシップ（GBEP）が専門家集団として形
成され、検討作業が開始された。 
 
２．研究の目的 
(1)GBEP の持続可能性指標開発に協力しつつ
わが国に適用可能な持続可能性指標を構築
する。 
(2)わが国におけるバイオ燃料生産システム
の持続可能性を評価し、最適な生産システム
を探究する。 
 
３．研究の方法 
(1)持続可能性指標の開発では、グリーン GDP
などの総合的な経済社会の持続可能性指標
の構成要素を吟味しつつ、環境・経済・社会
のトリプルボトムラインの側面から指標構
成を検討した。 
(2)バイオ燃料生産システムの持続可能性評
価では LCA（ライフサイクルアセスメント）
分析を援用し、環境効率性指標やエネルギー
投入/産出等の視点から分析を行った。 
(3)バイオ燃料原料となる農産物バイオマス
を生産した場合に持続可能な経営が実現さ
れるか，について，その端緒として北海道オ
ホーツク地域の畑作農業へナタネを導入し
た場合の経営への影響について考察した。 
(4)線形計画法を援用し、バイオ燃料生産に
おける原料価格や生産方法などの制約条件
のもとで、生産者利益の最適化分析を行った。 
 
４．研究成果 
(1)バイオエネルギーの持続可能性指標は、
環境・社会・経済の３つの側面（柱）から最
終的に以下の２４の指標が GBEP で合意を見
た。 
①環境柱では、1.温室効果ガス、2.土壌の質、
3.木質資源、4.大気汚染物質、5.水利用と利
用効率、6.水質、7.生物多様性、8.土地利用
の８つの指標で構成される。 
②社会柱は、9.土地の配分と所有権、10.食
料価格と供給、11.所得の変化、12.雇用、13.
女性と子供無償労働時間の変化、14.バイオ
エネルギー利用による近代的エネルギーへ
のアクセス拡大、15.屋内煤煙による死亡・
疾病の変化、16.労働災害・死傷事故件数の
８つの指標で構成される。 
③経済柱は、17.生産性、18.エネルギー収支、
19.付加価値、20.石油燃料消費と従来のバイ
オマス利用の変化、21.職業訓練と再資格取
得、22.エネルギー多様性、23.バイオエネル
ギーの社会基盤と流通、24.バイオエネルギ
ー利用の容量と自由度の８つの指標で構成
される。これらの指標は、国際的な標準指標
として構築されたため、各指標は各国の実情
に沿って改良されることが意図されている。 

わが国での適用に関しては、特に社会柱に
おいて指標が目的とする内容、つまり問題点

が該当しないことも少なくない。例えば、土
地の所有権について、指標 9は土地アクセス
が資源アクセスを保障することとなり、法令
や社会的合意のもとでの土地所有権を確立
できていることを評価しようとしている。し
かし、わが国ではこのような土地所有権は既
に法制度で整備されている。また、指標 13
のような無償労働については、自家用のバイ
オマス利用が該当するが、ジェンダー問題や
児童労働問題に該当する事例はないであろ
う。そうすると、こうした社会的公平性問題
への指標としては、わが国のバイオマス需要
が途上国のこうした問題にどのように影響
を及ぼしているかを評価するものへと改良
しなければならないと考えられる。 

また、これらの指標は、基本的にバイオエ
ネルギーが生産される国の国内情報をデー
タソースとして算定される。このため、先進
国と途上国の関係から、先進国の需要の強さ
が途上国のバイオエネルギー原料や製品の
供給を促進し、結果として途上国の環境破壊
や環境劣化を誘発する可能性を評価するこ
とが困難となっている。 
このような問題を解決するには、バイオエ

ネルギー関連の生産を行う各国が、指標作成
に必要な情報を整備し、それらを共有するシ
ステムが必要不可欠である。そこで、有用な
情報システムのフレームワークとして、バイ
オマスに特化して改良した環境経済統合勘
定のフレームワークが考えられた。しかしな
がら、現状の環境経済統合勘定のフレームワ
ークでは社会柱に関する情報の表章が不十
分であり、その改善が今後の課題となってい
る。 
(2)環境経済統合勘定のフレームワークを適
用して、バイオエネルギー原料の供給部門で
ある農林業を対象とした勘定の試算を行っ
た。勘定体系からは環境効率性、資源効率性
およびファクター値を算出した。 

その結果、例えば図１と図２は 1985 年を
基準年とした各項目のファクター値を示し
ている（1985 = 1.00）。これらの図は時間と
ともに環境／資源効率性がどのように変化
したのかを表している。 
 

図１ ファクター値（除エネルギー投入） 
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図２ ファクター値（エネルギー投入） 
 
エネルギー効率性については，1985年から

2000 年まで大きく低下していることから，
2005 年におけるファクター値は 0.40 を下回
っている。これはエネルギー効率性が 1985
年から2005年にかけて60%以上低下したこと
を示している。他の項目のファクター値につ
いても，大気汚染の環境効率性が期間内に増
加減少を繰り返し，2005 年の時点では 1985
年に比べて大きな変化がないものの，それ以
外の全ての項目は計測期間を通じて環境／
資源効率性が悪化していることが明らかと
なった。 

このことから、わが国ではバイオエネルギ
ー原料を農業生産に依存しようとするなら
ば、農業生産の環境保全型への移行を強く推
進する必要がある。しかしながら、わが国の
農業を取り巻く競争環境は厳しく、農業経営
者へのさらなる支援政策が不可欠な状況で
ある。 
(3)農産物バイオマスをエネルギー資源とし
て生産し、農業機械や施設栽培のための燃料
として活用することができれば、農業経営費
を削減できる可能性が生じる。そこで、農産
物バイオマスを生産した場合に持続可能な
経営が実現されるかについて、北海道オホー
ツク地域の畑作農業へナタネを導入した場
合の経営への影響について考察をおこなっ
た。具体的には，経営耕地面積 40ha、基幹労
働力 4名のオホーツク地域の平均的な家族経
営による農家を想定した３つのシナリオ設
定により分析を行った。栽培作物は、調査お
よび資料を提供された農家の作付を参考に、
てん菜を 13ha、加工用馬鈴薯と秋播き小麦を
各 10ha、ワサビを 2ha、人参を 4ha、そして
休閑地 1haとした（シナリオ A）。 
この様な農家経営のもとでナタネを導入

するシナリオを 2つ設定した。１つは、ナタ
ネを休閑地に作付するシナリオである（シナ
リオ B）。もう１つは、栽培作物をてん菜、秋
播き小麦、加工用馬鈴薯、そしてナタネの 4
品目に特化するというシナリオである（シナ
リオ C）。シナリオ Bと Cではナタネ油を販売
するケースと、これをバイオディーゼル燃料
として販売し、同時に副産物であるグリセリ
ン販売を行うシナリオとした。 
シナリオ分析の結果、シナリオ Aでは農業

粗収益と農業経営費の差分である農業所得
は 2153.1 万円、シナリオ B では農業所得は
ナタネ油を販売した場合 2,210.5万円、バイ
オディーゼル燃料を販売した場合 2,134.5万
円、ナタネ油を販売した場合 1,972.0 万円、
バイオディーゼル燃料を販売した場合
1,568.8万円となった。 

以上のように設定した条件下でのシナリ
オ分析では、ナタネを導入した場合、農業所
得は増加することが明らかとなった。ただし、
農業所得の増加は、収穫したナタネを搾油し
販売するだけでは達成できない。搾油の副産
物である搾り粕を販売することが必要とな
ることが明らかとなった。一方、搾油したナ
タネ油をバイオディーゼル燃料に変換して
販売した場合は、農業所得が減少することが
明らかとなった。このように、ナタネ油をバ
イオディーゼル燃料に変換した場合に農業
所得が減少する結果を得たが、バイオディー
ゼル燃料をトラクターの燃料として直接利
用した場合は、経営費の削減につながり、生
産される農作物のグリーン化にも貢献でき
る。 
(4)バイオエタノール米の作付可能性に関す
る経営計画モデルを作成し、 
戸別所得補償制度下におけるバイオエタノ
ール用米の作付可能性についてシミュレー
ション分析を行った。 
経営計画モデルは北海道の平均的な水田

経営（経営面積規模 10.6ha）を想定し、2008
年の統計値および文献値に基づき作成した。
作目は主食用米のほか、転作作物として小麦、
大豆、バイオエタノール用米（多収米）に限
定した。シミュレーション対象は、戸別所得
補償制度における戦略作物助成金 8万円/10a
である。 
シミュレーション分析の結果、現行の助成

水準では、バイオエタノール用米は全く作付
されないことが示された（図３）。このこと
は、土壌条件等が良好で水田転作における小
麦や大豆の収量が確保できる地域では、相対
的に利益水準が低くかつ労働負担も大きい
バイオエタノール用米を農家が作付するイ
ンセンティブは非常に低いという点を示唆
している。 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

80,000 85,000 90,000 95,000 100,000 105,000 110,000 115,000

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

用
米

作
付

面
積

（
ha

）

補助金単価（円/10a）  
図３ 補助金単価を増加させた場合の 
バイオエタノール用作付面積推移 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1985 1990 1995 2000 2005

1985=1.00

Energy use



 

 

 
 以上のように、わが国では農業部門による
バイオエネルギー原料生産では、環境面、経
済面で効率性を改善する余地が多く、そのた
めには農家への政策支援が今後とも重要な
役割を担うことが示唆できた。 
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